
提出課：

19

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 10 総務費 項 5 総務管理費 目 1

2

県支出金 その他 一般財源

4,655 4,655

給料

2,721千円 

86千円 

50千円 

567千円 

477千円 

742千円 

7千円 

5千円 

（財源内訳の詳細　単位：千円）

補助率（充当率）等

地籍調査課フルタイム会計年度任用職員(1名)の人件費。

庁舎管理、文書収発及び中山農村環境改善センター管理業
務等に従事する。

令和７年第２回定例会

前年度 今年度
財源内訳

国庫支出金 地方債

4,464

議案説明資料 地籍調査課

議案番号 令和７年度大山町一般会計予算

一般管理費

事業番号 事業名 一般管理費（一般）

事
業
の
目
的

対象
（誰、何に対してか）

町民

総合計画における位置づけ

32　地域の思いや力を発揮できる環境を
つくろう

意図・成果
（対象をどのような状態にし

たいのか）

庁舎管理、文書収発等を通じて公共サービスの提
供を図る。

所信表明の「5本柱」
における位置づけ

行財政改革による持続可能なまちづくり

根拠法令・要綱等

大山町支所設置条例

事業内容の説明 経費内訳

　期末手当

　会計年度任用職員給料

職員手当等

　通勤手当

　時間外勤務手当

　地方公務員災害補償基金

　勤勉手当

共済費

　共済組合負担金

　互助会負担金

充当額款-項-目-節-細節 説明名称



提出課：

19

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 10 総務費 項 5 総務管理費 目 5

8

県支出金 その他 一般財源

11 11

11千円 

（財源内訳の詳細　単位：千円）

補助率（充当率）等款-項-目-節-細節 説明名称 充当額

　使用料及び賃借料

使用料及び賃借料町施設案内看板の敷地使用料及び集落有線放送線の電柱
添架料

69,411

事業内容の説明 経費内訳

前年度 今年度
財源内訳

国庫支出金 地方債

財産管理費

事業番号 事業名 財産管理費（一般）

事
業
の
目
的

対象
（誰、何に対してか）

町民及び町外者

総合計画における位置づけ

32　地域の思いや力を発揮できる環境を
つくろう

意図・成果
（対象をどのような状態にし

たいのか）

町有施設案内看板の敷地管理及び集落有線放
送線の設置支援を行う。

所信表明の「5本柱」
における位置づけ

町民みんなが暮らしやすいまちづくり

根拠法令・要綱等

令和７年第２回定例会

議案説明資料 地籍調査課

議案番号 令和７年度大山町一般会計予算



提出課：

19

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 10 総務費 項 5 総務管理費 目 7

27

県支出金 その他 一般財源

12,286 12,286

527千円 

2,409千円 

2,319千円 

492千円 

1,872千円 

416千円 

227千円 

2,373千円 

1,639千円 

12千円 

（財源内訳の詳細　単位：千円）

補助率（充当率）等充当額

　公課費

　委託料

使用料及び賃借料

　使用料及び賃借料

公課費

委託料

　手数料

　保険料

　消耗品費

　燃料費

　光熱水費

　修繕料

役務費

　通信運搬費

消耗品費、通信運搬費を一般管理費(一般)から移行し
一元管理を行う。

中山支所庁舎、公用車及び植栽の維持管理業務 需用費

11,307

事業内容の説明 経費内訳

前年度 今年度
国庫支出金 地方債

支所費

事業番号 事業名 中山支所

事
業
の
目
的

対象
（誰、何に対してか）

町民

総合計画における位置づけ

32　地域の思いや力を発揮できる環境を
つくろう

意図・成果
（対象をどのような状態にし

たいのか）

町民への公共サービスの提供、来庁時の安心・安
全のため庁舎及び周辺の管理保全を行う。

所信表明の「5本柱」
における位置づけ

行財政改革による持続可能なまちづくり

根拠法令・要綱等

大山町支所設置条例,大山町支所設置
条例施行規則、消防法

令和７年第２回定例会

議案説明資料 地籍調査課

議案番号 令和７年度大山町一般会計予算

款-項-目-節-細節 説明名称



提出課：

19

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 30 農林水産業費 項 5 農業費 目 6

225

県支出金 その他 一般財源

53,023 30 1,493

〈中山農村環境改善センター空調設備更新工事　概要〉 50千円 

・工事監理業務委託料 1,324千円 13千円

　　空調設備更新工事の監理業務を委託する 800千円

・工事請負費　50,270千円 200千円 

　　2階ホール(研修室)に空調機器、冷媒管等を設置する。

15千円

65千円

　　既設機器類、基礎等の撤去工事を実施する。

62千円

施設利用状況 131千円

年度 回数 人 回数 人 54千円

令和5年度 286 5,232 167 3,467 1,324千円

令和4年度 318 5,927 177 3,687

令和3年度 297 5,799 135 2,643 39千円

（財源内訳の詳細　単位：千円） 50,270千円

補助率（充当率）等

定額

10/10

　　受電設備を整備する(電力引込設備、キュービクル、幹線設
備、空調動力設備)。

　中山農村環境改善センター施設及び備品の維持管理
を行う。

令和７年第２回定例会

議案説明資料 地籍調査課

議案番号 令和７年度大山町一般会計予算

農業施設運営費

事業番号 事業名 中山農村環境改善センター運営費

事
業
の
目
的

対象
（誰、何に対してか）

農業関係者、地域住民

総合計画における位置づけ

11　一次産業にあこがれる若者を増やそ
う

意図・成果
（対象をどのような状態に

したいのか）

関係法令を遵守し適正な維持管理を通じて、利
用サービスの向上、来館時の安心・安全のため
施設及びその周辺の維持管理を行う。

所信表明の「5本柱」
における位置づけ

経済産業が成長するまちづくり

根拠法令・要綱等

大山町中山農村環境改善センター条例

前年度 今年度
財源内訳

国庫支出金 地方債

4,707 51,500

事業内容の説明 経費内訳

需用費

工事請負費

　建物火災保険料

委託料

　消防設備保守点検委託料

　清掃業務委託料

　グラウンドピアノ調律手数料

　消耗品費

　燃料費

　光熱水費

　修繕料

役務費

90-5-30-23-2 緊急防災・減災事業債 51,500

款-項-目-節-細節 説明名称 充当額

50-5-30-5-6 中山農村環境改善センター使用料 30

　清掃器具借上料外

　警備業務委託料

　中山農村環境改善センター空調設備更新工事監理業務委託料

使用料及び賃借料

全体 ホール(研修室)

　中山農村環境改善センター空調設備更新工事



提出課：

19

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 30 農林水産業費 項 5 農業費 目 7

231

県支出金 その他 一般財源

144,418 75,522 68,896

1,677千円 

20,250千円 

〈事業進捗〉 16,491千円 

令和5年度末進捗率（調査済み面積）…63.37%（104.25㎢） 7,572千円 

67千円 
〈令和7年度地籍調査予定地区〉 1,117千円 

面積(㎢) 250千円 

1年目調査(一筆地調査・測量外) 計3.8㎢ 117千円 
羽田井(その1) 0.95 266千円 
羽田井(その2) 0.74 75千円 
坊領 0.24 77千円 
大山(航測法) 1.87 96,000千円 

2年目調査(地積測定、地籍図・地籍簿作成外)　計3.54㎢ 315千円 
羽田井 0.97 137千円 
平木、神原、中高及び平 0.34 7千円 
羽田井、高橋及び殿河内(航測法) 2.23

（財源内訳の詳細　単位：千円）

補助率（充当率）等

3/4

地区(各一部)

令和７年第２回定例会

議案説明資料 地籍調査課

議案番号 令和７年度大山町一般会計予算

地籍調査事業費

事業番号 事業名 地籍調査事業

事
業
の
目
的

対象
（誰、何に対してか）

土地所有者及び関係者

総合計画における位置づけ

21　大山町の魅力や暮らしやすさにつな
がる土地利用を実現しよう

意図・成果
（対象をどのような状態にし

たいのか）

　国土調査法に基づき、法務局に登記されている
公図と土地登記簿に基づき、一筆地毎の土地の
所有者、地番、地目及び境界を確認し、境界測量
と地積測定を行い、地図(地籍図)及び簿冊(地籍
簿)を作成し、法務局に備え付ける。

所信表明の「5本柱」
における位置づけ

町民みんなが暮らしやすいまちづくり

根拠法令・要綱等

国土調査法、測量法

前年度 今年度
財源内訳

国庫支出金 地方債

136,524

事業内容の説明 経費内訳

旅費

〈事業目的〉土地財産の保全、土地取引の円滑化、課税の
適正化、災害復旧の迅速化等を図る。

会計年度任用職員報酬

一般職給料

職員手当等

共済費

消耗品費

燃料費

修繕費

通信運搬費

手数料

保険料

委託料

使用料及び賃借料

負担金

公課費

款-項-目-節-細節 説明名称 充当額

60-10-30-05-7 地籍調査事業補助金 75,522


